
別 記 第 ２ 号 様 式  
随   意   契   約   結   果   一   覧  

課等名 契約の名称 契約年月日  契約の相手方 契約金額（円）  　　契約の相手方を選定した理由 摘　 要

維持管理  令和６年度（20 令和 6年（ 2 （一財）北海道 22,605,000円 （一財）北海道建設技術センターは道内唯一の

防災課 24年度）防災情 024年） 3月 建設技術センタ 発注者支援機関であるほか、建設部ネットワー

報共有ほか運用 21日 ー クを道と共同で構築するとともに当システムの

業務 開発者であることから、本業務を履行できる者

は他にいない。

令和６年度（20 令和 6年（ 2 富士通Ｊａｐａ 1,155,000円 当該システムは、機器の保守点検・障害復旧等

24年度）防災情 024年） 3月 ｎ（株） においても事業者独自の技術が必要である。ま

報共有化システ 28日 た、当システムは関係機関との防災情報の共有

ム保守点検業務  に必要であり、障害が発生した際には、迅速な

 復旧が求められることから、システムを開発し

 た富士通Japan（株）しか本業務を履行できる者

 はいない。

令和６年度  令和6年（ 2 （公財）日本道 16,100,700円 （公財）日本道路交通情報センターは、昭和45

北海道道路交通 024年） 3月 路交通情報セン 年に警察庁及び建設省（現国土交通省）の許可

情報収集提供業 29日 ター を受けた法人として設立され、全国に133カ所の

務委託 拠点を有し、各道路管理者が有する道路情報の

ほか、都道府県警察が保有する、交通事故等に

起因する交通規制や交通渋滞情報の収集・提供

を実施できる事実上唯一の団体であり、本業務

を履行できる者は他にいない。


